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・ ウクライナ戦争において本格的に使われるようになったドローンは、従来の戦い方を変える重要な
能力として注目されている。特に、小型ドローンは長期化する消耗戦における不可欠な手段となって
いる。

・ 他方、そのような作戦上の意義の分析は蓄積されてきているものの、それを支える防衛生産基盤
についての分析は本格的に行われていない。

・ 本報告では、ドローンの製造基盤に着目し、ロシアとウクライナがどのようにして戦争遂行を支える
ドローン生産を継続しているのかを分析する。その上で、日本に対する示唆を抽出し、政策提言につ
なげるための試論とする。

1. はじめに：問題意識
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（1）戦争におけるドローン利用の起源
・ 冷戦期、米空軍は、ベトナム戦争において標的機をベースとして開発したISRドローンを活用。し
かし、他軍種を含め、米国におけるその他のドローン開発はおおむね失敗。要因は、コスト超過、低
パフォーマンス、その背景にある軍種の無関心。
・ 変化の契機はイスラエル。1973年の第四次中東戦争における大損害への反省から、戦略縦深
のないイスラエルは敵地における攻勢作戦に必要なISRを重視。米国のドローン技術を参考にISR
用ドローン「マスティフ」及び「スカウト」を開発。1982年のレバノン・ベッカー高原における「ガリラヤ平
和作戦」で、ドローンと戦闘機を組み合わせてシリアのSA-6等地対空ミサイルを撃破。後の対レー
ダー自爆ドローン（ハーピー等）開発につながる。
・ 米国はこれに刺激を受け、ドローン技術を逆輸入して「パイオニア」と「ハンター」を開発。その後、イ
スラエル人エイブラハム・カレムが開発したドローン「アンバー」の技術が、カレムの会社リーディング・シス
テムズを買収したジェネラル・アトミクス（GA）によって米空軍MQ-1プレデターに発展。その後の米
国製ドローンの躍進の契機に。

現代のドローン技術の起源は米国、ドローンによる戦い方の起源はイスラエル。

2. 戦略研究から見たドローンの意義
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（2）戦略研究におけるドローンの位置付けの変遷
・ 第1トレンド：対テロ戦争など非対称戦争における標的攻撃 →ドローン濫用による文民の巻
き添え、国際法違反、「ミッション・クリープ」による戦略的効果の低減等を問題視。戦略的不安定
性の要因となるとの推測。
・ 第2トレンド：国家間戦争におけるドローンの脆弱性 →ゲーム・チェンジャーとして注目を集める
と同時に、通常戦争におけるドローンの脆弱性（防空ミサイルや電子戦に弱い）が強調。ドローンを
含めた諸兵科協同（combined arms）の意義が提起。
・ 第3トレンド：消耗戦における大量使用 →第2トレンドが考慮に入れていなかったドローンの
「繰り返し使用」によるコスト賦課と消耗戦の意義が論じられる。離れた敵後方の目標に対する攻撃
を通じた戦略的意義も出現。

大量使用を支えられる大量生産能力が防衛力を決定付ける。
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（3）ウクライナ戦争におけるドローンの役割
・ 敵への損害賦課手段としてのドローン使用の加速：ミサイル等の枯渇により、ウクライナ戦争にお
ける戦果の7割がドローンによるものとも指摘。
・ 火砲や滑空爆弾との組合せで威力発揮。また、ロシアによるゲラン2（イラン製シャヘド136のロシ
ア版。航続距離1,000-2,000km）使用など、防空網の飽和と縦深打撃による戦略的効果。
（4）ウクライナ戦争における対ドローン能力の重要性向上
・ 音響探知装置「スカイ・フォートレス」、市民通報アプリ、電子妨害、対ドローン・ドローン、対空機
関砲等を組み合わせたハイロー・ミックスが有効に。
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（5）ウクライナ戦争における戦死者の増大
・ 安価な部品を用い、自律運用性を向上させたドローンの大量生産（後述）が、兵士の質の低
下とも相まって、戦場における死傷者の増大に寄与。
・ また、インフラ等の民間施設を標的とした攻撃や文民への付随的損害も増加し、戦闘員のみなら
ず文民の被害も増加。
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（1）ロシアの取組
・ 2025年3～5月の間、ロシアは1か月当たり平均約
3,000機以上のドローンを使用。標的への命中率は
12.5％。今後、1日当たり1,000機まで投入される可能性。
・ イラン製シャヘド136をライセンス生産し、タタルスタン共和
国アラブガ地区及びウドムルト共和国イジェフスクで製造。ア
フリカやアジアからの労働者を活用し、月産5,000機製造と
の指摘。弾頭大型化、電子戦脅威下で運用し得るAI搭載、
誘導方式変更など技術改良も実施との分析も。
・ 一方、ドローンの部品となるエンジン、航法装置、炭素複
合材、電子機器、バッテリー等は中国に大きく依存。特に、
エンジンと電子機器はイランが供給できず、中国でなければ
不可能との指摘。アラブガ地区には中国との共同物流施設
が存在の由。
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（1）ロシアの取組
・ ロシアが輸入する部品の8割が中国製との指摘。中国から直接あるいはイラン等第三国を経由か。
・ また、外国製部品仲介の6割がそれぞれ中国によるものとの分析あり。ダミーとなる仲介業者を介
して西側諸国の電子部品等を獲得。特に、中国深圳―ベラルーシが仲介ルートであるとの指摘。
・ ウクライナ政府の公表したデータベースによると、計196件の日本製の表示のある部品がロシアが
使用した兵器（ドローン以外を含む）から確認（2025年8月末時点）。これは米国製表示部品
に次ぐ件数。
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（2）ウクライナの取組
・ 2024年9月、中国はウクライナに対する一定重量以上のドローン及びその部品の輸出規制を開
始。これにより部品価格が高騰し、ウクライナ国産ドローン生産に大きな制約。
・ ウクライナはこれを受け、部品の内製化及び西側諸国との生産協力を開始。ウクライナ防衛企業
に政府予算の不足により未活用の生産余力（開戦以来防衛生産力は35倍に拡大）があることに
着目。資金を提供し、ウクライナ国内でドローン等を生産する「デンマーク・モデル」を推進。
・ さらに、ウクライナ政府は、2025年6月、これまで規制してきた自国製品の輸出を、輸出による収
入や関税収入をウクライナ軍向け調達の資金源とするため、個別案件ごとに許可する方針（Build 
with Ukraine）を表明。
・ これにより、欧州各国はウクライナとのドローン共同生産に向けた取組を開始。フランスは自動車企
業を関与させることを検討。英国、デンマーク、ノルウェー、ドイツ、リトアニア等はウクライナ政府と共同
生産プロジェクトを交渉。2025年7月及び8月、デンマーク及びリトアニアとそれぞれ合意。また、同年
7月、ウクライナのスカイトン社と英国プリベイル社がドローンの共同生産を発表。
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（分析）
・ ウクライナ戦争における敵対環境での使用が、ドローンの自律化を一層促進する可能性が高い
（電子攻撃下において運用を可能とする終末段階の光学/画像誘導や自律運用等）。
・ ドローンと対ドローン作戦に必要な能力のいずれもが、安価な装備・部品をAIで制御するハイロー・
ミックスを採用。今後の長期化する戦争の定型となっていく可能性。
・ つまり、今後のドローン戦及びドローン技術において最も重要となるのはエッジAI技術・部品。
・ また、しばしば指摘される中露が一枚岩ではないとの議論は、ドローン生産における中国のロシアへ
の組織的協力（容認）姿勢を見る限り、疑わしい。
・ ドローン搭載部品の汎用性を踏まえると、ロシアへの流出を網羅的に防ぐことは不可能。

（政策提言）
・ 輸出管理の観点からは、全ての部品流出に気を配るのではなく、ロシアのドローン能力を向上させ
るエッジAI技術（NVIDIA製汎用モジュール等）などの厳格管理（製造拠点の中国からの移転を
含む。）を行うことが効果的と考えられる。
・ 日本とウクライナの間で、中核的なドローン技術・部品に係る防衛技術協力を推進すべき。
・ 部品流出によるロシアへの供給量を凌駕するウクライナ支援量を検討する全体戦略が必要。

4. 結論：分析と政策提言
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